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学校選択とバウチャー制度に付いて

1、学習者主体の教育制度になっていますか？

歴史的に見ましたときに、日本が大変革した明治維新は江戸末期から盛んに

なった寺子屋という教育制度が基礎になり成就したのではないかという学者もい

ます。

寺子屋の教育形態とは、地域のニーズに根ざし学ぶ側の立場に立ち、一斉授

業ではなく、子供たちの個々の能力に応じた個別の学習カリキュラムが組まれて

おり、基礎的な読み書きそろばんが徹底的に教授されました。この基礎教育を徹

底した結果、生涯学習に繋がる「学びを楽しむ」と言う独特な文化をも生み出し

ています。私はこの寺子屋の教育形態が学ぶということの原点ではないかと考え

ます。

学ぶという原点を念頭に置き学校制度に関する保護者のアンケート（資料 2）

をみますと、学校制度に不満の在る保護者は４割強に達していることが解ります。

また学校に課された第一目的である学、学力を身につけると言う点では公立学

校と比較して学習塾や予備校の方が優れているという評価があります。そして教

員の能力には個人差があると認識している保護者が殆どであるということもアンケ

ートに現れています。

私が子育てをしているときのことですが保護者の間で新学期になりますと「あた

り」「はずれ」と一喜一憂する傾向がありました。これは失礼な話かもしれませんが

担任の先生への評価でした。しかし保護者はこの決定に対して、たとえ「はずれ」

であったにしろ大きな声で抗議は出来ません、影でこそこそ噂話、1,2 学期は我

慢に我慢を重ね3学期にＰＴＡクラス会長やよく発言する人にどうにかならないか

など電話をしあうのがせいぜいでした。私自身の子供たちは担任には恵まれて

いて今でも感謝していますが、実際身近な友達などは先生とのトラブルから子供

が不登校寸前になったり、今でもあの先生との出会いは不幸だったと回想する親

もいます。当時母親は「子供を人質にとられているから何もいえないのよ、これ以

上子供に対して悪くなることがあると困るから」と言う方が多く、特に小規模校で

は担任の先生の力量によりクラス全体の学力や人的成長の差が顕著に現れて

いたと思います。現在の状況は以前とかけ離れているのではないかと思いました

が、資料のアンケート結果から推測しますとあまり変わらないか、不登校、いじめ

が当時より増加する傾向にありますので、むしろ悪くなっているのではないかと思

っています。長野県は 30 人学級を提唱しています。少人数学級の場合先生の
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力量が子供たちにかなりのウエイトを占めると経験から感じています。

このことから今の教育制度では、学習者や保護者が主体的に関れない状況が

どこかに在るのではないか、学校は学習者である児童生徒を本当に中心におき、

一人一人に合った教育がなされているのか疑問に思う所です。

多くの親たちは「子供たちには質の高い教育を受けさせてやりたい」という素

朴な願いがあり、多少無理をしてでも教育にはお金をかけようと思っています。

しかし

今質の高い教育を受けようとしたときに、親はどのような選択が出来るのでしょ

うか？

公立の学校それぞれが明確な育成目標を掲げ、目標達成するための具体的

な方針や学校の運営方法、先生方の力量などを明示し達成成果に付いて広く

一般住民に情報公開されているのでしょうか？

学校に対して地域住民の客観的評価はなされているのでしょうか？

学力の二極分化はなぜ起こるのでしょうか？

公立学校へ通学して基礎学習を学んでいるのに、多くの子供達がなぜ塾通い

をするのでしょうか？

教育弱者に対しての教育機会が保障されおり、公立の学校を自由に選択する

ことが出来るのでしょうか？

日本在住の外国籍の児童生徒の教育は満足に行われているのでしょうか？

その経済的裏づけは確立されているのでしょうか？

不登校の生徒の学習機会や経済的な裏づけはどのようになっているのでしょ

うか？

また少し視点を変え戦後日本が世界でも脅威とさられるくらいの経済的な復興

を成し遂げました。これは全国の教育水準を均一化し高めていくと言う「上質の

金太郎飴」育成教育を行ってきた結果だと言われています。

しかし 21 世紀に入り世界の情勢は大きく変化し、世界での経済的な競争の中

で、より個性的な独創的な人材の育成が求められるようになりました。いわゆる

「上質な金太郎飴」育成教育だけでは現状の経済的水準を保つための人材を輩

出することが難しいと思われています。

文部省等から与えられた枠組みの中で一斉方向を向いた学習を行い、高等学

校未履修問題でも顕著になりましたが、学歴社会の中で受験に勝ち抜くために
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だけ勉強をし、自分がなぜ「学ぶ」のか、学ばなければ成らないのか、何を学ぶの

か、学ことが楽しく、生涯を通じて学びを楽しむ事を基礎教育の段階で徹底させ

られなかった結果、自ら考え選択し新たな物に挑戦するような人材が輩出しにくく

なったのではないか思います。また一方現実は受験という競争を余儀なくされて

いる中で、一時期、平等という考えが行き過ぎ、運動会の徒競走さえ順番をつけ

ないと言うような結果平等現象がありました。さすが現在は改善されていますが、

まだ教育現場において競争原理を持ち込むことが好ましくないと言うような考え方

があります。

現在、ワキングプアーと呼ばれる階層が大量に生まれ、社会問題化されてい

ます。この現象も枠組みの中でしか行動できない、再挑戦するだけの基礎学習

を習得していないなど、単なる、所属階層の本人が悪い、社会的経済的構造の

変化だけで済まされるべきものではなく、少子高齢社会の到来、経済成長をなし

とげた豊かな時代の生き方、など教育界がその構造変化を察知し、具体的に対

応するべき教育を怠っていた事も一つの原因ではないかと思われます。

教育は、人格の完成をめざし、平和的な国家及び社会の形成者として真理と

正義を愛し、個人の価値を尊び、勤労と責任を重んじ、自主的精神に満ちた心

身ともに健康な国民の育成を期して行わなければ成らない。と教育基本法第 1

条、教育の目的でうたわれています。

この条文の中で『自主的精神に満ちた国民の育成』と言う言葉がありますが、

言い換えると自立（自律）した主体的な国民に育てると言うことだと思います。

現行の教育制度の中で『自立した主体的な国民を育てる』ための具体的な方

策が講じられているのでしょうか？

学習者が選択して学校を決めるということが現在ではある特定の地域だけに

限られております。またそれぞれの学校がどのような育成目標を掲げ、具体的な

学習カリキュラムがどのように組まれているかは一般公開されていません。同一

市内でさえ学校内容を比較検討することは不可能です。学習者及び保護者は

素朴に良い先生のいる良い学校で楽しく生き生きとして学びたい、学ばせたいと

願っています。

何を学ぶかについては保護者や学習者が主体的に関り選択し、その選択した

結果に付いては責任を持ち義務を果たすと言うのが民主主義の基本的な考え

方ではないかと思います。ちなみにＯＥＣＤの国際学力テストＰＩＳＡ調査の結果、
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読解力、問題解決能力で上位を維持しているフィンランドでは保護者に課せら

れる就学義務と、基礎教育を学習しなければならない学習義務を居住する子供

全員（外国籍の人も含む）に義務付けています。

参考までに私が調べた範囲内でフィンランドの教育の一部を紹介したいと思

います。

１９９９年１月に基礎教育法が施行されました。学校環境としては、自由な選

択性、柔軟性、個々人に合わせた教育、権利の保護、教育の質の保証、平等

等，民主教育を実践する要件を充実させています。自由な選択性とは、学区制

の廃止を行い、学校間のフェアーな競争をさせる事により，教員のやる気を起こ

させると共に親は子に勧めたい学校を選択でき、芸術コースやスポーツコース

のコース制を取り入れる学校など学校の特色を出し、入校生獲得の為、切磋琢

磨するようになっている。柔軟性や個々人に合わせた教育の面では、国が決め

るのは必要最小限、カリキュラム編成を各地方自治体や学校の裁量にゆだね、

児童生徒の学力の技量、知能などを考慮して編入学年を決定する。また落ちこ

ぼれる前に早期発見して早朝や授業終了後支援教育をする。支援教育をする

にあたっては家庭と学校とが密な連携を持つことなどを制度化しマニュアル化し

ている。権利の保護の面では、子供の教育権、教員の研修権、労働に見合う賃

金と夏休みなど長期の休暇の取得権、親の学校選択権、学校教育に対する発

言権などがあり、この権利は常に義務と一体になっている。教育の質の保証で

は条文の中に学習義務の修了と謳っており、修了とは、子供が完全に習得しそ

れを自分のものとするという意味で使っている。教育がうまく働かず何人かのお

ちこぼれを出したとすれば、子供本人の問題というよりも学校側、教員側の問

題であるとされ、学校、教員は子供にあった方法でレベルアップさせ基礎教育を

修了させる義務を課せられている。

フィンランド紹介ホームページの表現では、

「教育とは子供たちが自分から学ぼうとする力や自分で考える力を育てること

です。先生の役割とは子供達を必要な情報のある方向へ導くことであり、案内

人、もしくはスーパーバイザーとしての役割が求められています。先生からの一

方通行で教えるのではなく、子供達自身に発見させることが大切だと考えます」

とあります。



5

2、バウチャー制度に付いて

教育予算は現行では学校に補助をする体制を取っている。教育バウチャーと

は学校に在籍する児童生徒数に応じた予算配分方式を言います。

学習者主体の教育制度を進めるうえで、この制度は有効ではないかと私は考

えます。

1 つは、学校が補助金を獲得する為には学習者側の満足度を高めなければ

成らないからです。『子供たちに質の高い教育を受けさせてやりたい』と言う

素朴な親の願いをかなえさせてやるチャンスが広がります。内閣府の行った

保護者アンケート調査にも児童生徒を基準とする予算配分方式に回答者の

46.6％が賛成、（反対は10.7％）賛成の理由は『所得格差にかかわらず児童

生徒保護者が自由に学校を選択できる』『公立間ないし公私立間での学校

の競争が促進され学校の質が向上する』となっています。

2 つめは私学も国公立学校も教育の基本的内容は同じにもかかわらず、私学

選択者は公的助成が少なく自ら高い授業料を払い、加えて公立学校通学

者の授業料まで納税により二重に負担させられていることへの解消。また一

方私学は義務教育期間に於いて、高所得者、高学力者を選抜して受け入

れる傾向にあるため、所得の多い少ないで児童生徒に学校を選ばせる機会

を奪ってしまうという不合理も解消する可能性も出てきます。

3つめは運用の仕方によって、不登校児童や外国籍児童、ハンディキャップの

ある児童、シングル家庭や低所得者家庭などの学習者に対してバウチャー

券を多くつけることにより福祉的な政策も取ることが出来ると考えます。また

過疎地の学校など選択する余地のない所にも増額をすることにより維持存

続の手助けをすることも出来るとおもいます。一つの例として私の地域では

少子化により小学校の存続問題が将来的に起こることが予測されています。

今の学校配分予算方式では数年後には複式学級になり、教育の質が低下

すると予想されます。現在は先生方が非常に熱心で、金管バンドが全国大

会に出場し素晴らしい成果を修めましたし、登り窯による陶芸制作を全校児

童が取り組み、毎年卒業制作では目を見張るような作品が展示されていま

す。小規模校ならではの優位性を発揮し、地域ぐるみで学校を支えていま

す。バウチャー制度の導入により、過疎地の学校や小規模校に学習者主体

の学校運営をする、新しい考え方や（コミュニティースクール）試みが生まれ

てくると予測され、地域の問題解決のため自主的にかかわり行動するという
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地域分権の潮流が生まれるのではないかと期待します。

（資料として 2つの新聞記事をお読みください、）

少子化の時代、人作り、人育てが行政の中核に置かれなければ成らないと思

います。特に教育予算に付いては知恵を絞り、教育目的を達成するため公平に

学習者に配分されなければならないと思います。

残念ながら学力テスト等、学校間の競争の上での不正が発覚されています。

真の民主教育が徹底されていれば、フェアーな競争と言う概念が当然培われて

いるとおもいますが、既存組織の維持や学習者の利益でなく、学校の対面や教

職者の身分維持が優先する限りこのようなことが起こりうるでしょう。

以上

斎藤繁子




